




















　Y₁社（株式会社大経  ₁）ならびにその代表取締役 Y₂および取締役 Y₃（以下「Y₁社
ら」という）は、金融商品取引法（以下「金商法」という）₂₉条所定の登録 ₂を受






₁ 　平成₁₅年 ₇ 月₁₇日設立の有価証券の投資、売買、運用及び保有を目的とする株式会社。
平成₂₁年 ₅ 月にその目的を金融商品取引業等に変更し、平成₂₂年 ₆ 月にその目的を企業の
育成・支援に関するコンサルタント業務等に変更した。

















　なお、本件においては、A 社は有価証券届出書を提出せずに Y₁社らと A 社株式












































































































































































































































































価証券の取得ができないことになると解されるが（金商法 ₄ 条等） ₃₈、本条の検査






























































































































後でその証拠を利用して私人が訴えるというやり方がある。SEC v. Texas Gulf Sulpfur Co., 
₄₀₁ F. ₂d ₈₃₃ （₂d Cir. ₁₉₆₈）, cert.denied, ₃₉₄ U.S. ₉₇₆（₁₉₆₉）などがその例として挙げられ
ている。
